
平成31年度当初予算案の概要

大和郡山市



◇　予算総額

（単位：千円、％）
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◇　予算編成の方針及び主要事業

　平成３１年度予算編成については、第４次総合計画を基本方針として予算編成を行ったものである。

《協働のまち》

庁舎建設事業 千円
シティプロモーション事業 千円
第4次総合計画策定事業(新規) 千円

《産業・環境》

震災対策農業水利施設整備事業 千円
農業基盤整備促進事業 千円
いちじくワインプロジェクト事業(新規) 千円
工場等設置奨励事業 千円

《子育て・教育》

（仮称）平和認定こども園建設事業 千円
郡山西保育園施設整備事業 千円
やまと保育園分園施設整備事業 千円
郡山北学童保育所整備事業(新規) 千円
教育環境整備事業(新規) 千円
外国語指導助手派遣事業(拡充) 千円
運動部活動指導員活用事業(新規) 千円
学校図書室司書配置事業 千円

《安全・快適な暮らし》

消防団庫耐震化事業 千円
消防団無線整備事業(新規) 千円
市道北廻り線橋梁耐震補強事業 千円
市道伊豆七条高野線道路新設事業 千円
都市計画道路城廻り線街路事業 千円
郡山城跡公園整備事業(新規) 千円
片桐東団地建設事業 千円

《健康・福祉・生きがいづくり》

社会福祉会館改修事業(新規) 千円
郡山城国史跡指定推進事業(新規) 千円
南部公民館空調設備改修事業(新規) 千円
片桐地区公民館空調設備改修事業(新規) 千円
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◇　一般会計歳入歳出予算の概要

（１）　予算規模

・平成３１年度一般会計歳入歳出予算の規模は　⇒　３４１億２千万円
・前年度比　⇒　１３．９％、４１億６千万円の増
・増加の要因は　⇒　 ・庁舎建設事業費　　　　　　　　　　　 　３１億２千万円増

・都市計画道路城廻り線街路事業費　　３億７千万円増

（2）　予算規模の推移
（単位：百万円、％）

（3）　歳入

① 市税収入は、市たばこ税で対前年度3.3％減を見込むものの、法人市民税に
については2.2％、軽自動車税については4.0％増となった。市税全体では、
前年度に比べ0.4％の増となり、121億1,617万1千円の収入を見込んでいる。

市税総額 ⇒ 121億1,617万1千円 4,813万3千円
個人市民税 ⇒  40億3,995万円 3,406万1千円
法人市民税 ⇒  11億5,245万3千円 2,448万1千円
軽自動車税 ⇒  2億1,095万5千円 802万3千円
市たばこ税 ⇒   5億7,478万3千円 △1,981万1千円

② 地方消費税交付金は、1.8％増を見込んでいる。

③ 地方交付税は地方財政計画をもとに精査した結果、9.1％増を見込んでいる。

④ 国庫支出金は、補助事業費の増等により、4.1％増を見込んでいる。

⑤ 市債は、地方財政計画を踏まえ、交付税の振替分である臨時財政対策債の発行
額が17.3％減で見込むとともに、庁舎建設事業債、社会福祉施設整備事業債
の増により、総額は142.7％増となった。

・ 市債発行総額 ⇒ 142.7％増の46億8,755万1千円
うち　臨時財政対策債 ⇒ 17.3％減の10億6,735万1千円
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《歳入の比較》

（単位：千円、％）
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（単位：百万円、％）
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12,068,038

平成31年度 平成30年度 増 減 額 伸 率
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（4）　歳出（性質別）

① 義務的経費は全体で175億1,630万8千円となり、0.9％増となった。
・ 人件費は、人事院勧告による給与改正及び職員数の増加等により、2.1％、

9,990万円の増となった。
・ 扶助費は、障害者自立支援費等の増加により、3.3％、2億7,337万9千円の増となった。
・ 公債費は、4.9％、2億2,011万5千円の減となった。

② 投資的経費は全体で55億6,496万9千円となり、228.5％増となった。
・ 普通建設事業は、庁舎建設事業、都市計画道路城廻り線街路事業、

(仮称)平和認定こども園建設事業等の事業費増により
231.7％、38億7,306万1千円の増となった。

③ その他経費は全体で110億3,872万3千円となり、1.2％増となった。
・ 物件費は、Windows7サポート切れによるPC一括購入に伴う増加等により、8.1％、

3億6,984万1千円の増となった。
・ 補助費は、国営大和紀伊平野土地改良事業負担金の皆減等により、4.3％、

1億1,415万1千円の減となった。
・ 繰出金は、国民健康保険事業特別会計等への繰出金の増加により、1.6％、

5,305万5千円の増となった。

《歳出の比較》

（単位：千円、％）

うち

うち

うち

歳 出 合 計 34,120,000 29,960,000 4,160,000 13.9

1,188,365 1,175,088 13,277 1.1介 護 特 会

後期高齢特会

127,592 321,796 △194,204 △60.4

3,276,533 3,223,478 53,055 1.6

積立・ 貸付 ・ 予 備費

繰 出 金

870,863 832,076 38,787 4.7

1,188,782 1,171,988 16,794 1.4

国 保 特 会

物 件 費

2,548,221 2,662,372 △114,151 △4.3

845,000 860,000 △15,000 △1.7

4,237,127 4,457,242 △220,115 △4.9

補 助 費

下 水 道 事 業

135,708 114,474 21,234 18.5維 持 補 修 費

そ の 他 経 費 11,038,723 10,902,948 135,775 1.2

4,950,669 4,580,828 369,841 8.1

公 債 費

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

4,085,398 572,476 3,512,922 613.6単 独 事 業 費

補 助 事 業 費

5,564,969 1,693,908 3,871,061 228.5

5,544,969 1,671,908 3,873,061 231.7

1,459,571 1,099,432 360,139 32.8

平成31年度 平成30年度 増 減 額 伸 率 備 考

8,479,045 8,205,666 273,379 3.3扶 助 費

義 務 的 経 費 17,516,308 17,363,144 153,164 0.9

4,800,136 4,700,236 99,900 2.1人 件 費
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（単位：百万円）
平成31年度大和郡山市一般会計予算の概要(目的別)

市税

12,116

(35.5%)

地方譲与税

176

(0.5%)

地方消費税交付金

1,634

(4.8%)

地方特例交付金

149

(0.4%)

地方交付税

4,511

(13.2%)

分担金及び負担金

161

(0.5%)

使用料及び手数料

573

(1.7%)

国庫支出金

5,446

(16.0%)

県支出金

2,267

(6.7%)

繰入金

1,719

(5.0%)

諸収入

297

(0.9%)

市債

4,688

(13.7%)

その他

383

(1.1%)

歳入合計
34,120

百万円

議会費
306

(0.9%)

総務費
6,306

(18.5%)

民生費
13,997
(40.9%)

衛生費
2,208
(6.5%)

労働費
23

(0.1%)

農林水産業費
317

(0.9%)

商工費
251

(0.7%)

3,160
土木費
(9.3%)

消防費
915

(2.7%)

教育費
2,350
(6.9%)

公債費
4,237

(12.4%)

その他
50

(0.2%)

歳出合計
34,120

百万円
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◇　その他

①市債残高

一般会計

特別会計

公営企業会計

合計

②基金残高

財政調整基金

減債基金

その他基金

合計

1億6,421万8千円 2億7,864万2千円 2億4,451万9千円

172億1,449万円 166億6,761万円 162億8,261万9千円

566億5,547万6千円 560億4,952万円 563億6,975万円

26億1,450万6千円 26億1,553万5千円 16億1,668万5千円

30億6,151万6千円 34億7,944万2千円 26億8,982万2千円

62億1,497万3千円 66億3,845万6千円 48億5,054万3千円

5億3,895万1千円 5億4,347万9千円 5億4,403万6千円

392億7,676万8千円 391億326万8千円 398億4,261万2千円

平成29年度 平成30年度 平成31年度

決算 決算見込 予算
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